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人材不足に係る現状（石川労働局管内）
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人手又は求人不足の主な職種(常用フルタイム)

平成２８年度

職種 新規求人倍率 新規求人数 新規求職申込件数

70とび工・型枠大工・鉄筋工 11.93 799 67

09建築・土木・測量技術者 10.63 2668 251

38理・美容師・エステティシャン 7.25 1283 177

45警備員・建設現場誘導員等 6.60 1228 186

71大工・左官・配管・内装 6.30 1146 182

39調理師・給食調理人 5.71 3875 679

11機械・電気技術者 5.35 107 20

72電気作業者 5.26 689 131

73土木 4.73 1498 317

40接客・給仕 4.72 3089 655

66自動車運転 4.53 3864 853

60機械整備・修理 3.45 1347 390

36介護サービス 3.28 4383 1335

16保育士・ケアマネージャー等 3.23 1777 550

13看護師、保健師、助産師 2.90 2031 700

32商品販売 2.83 4115 1452

10情報処理・通信技術者 2.80 1085 387

34営業 2.75 4437 1612

52金属加工・金属溶接･溶断 2.71 2137 790

28営業・販売関連事務員 2.34 658 281

76清掃 2.22 669 301

26会計事務員 1.81 551 305

54食料品製造 1.76 2522 1430

75運搬作業・配達員・倉庫 1.25 1818 1454

57機械組立の職業 0.96 1043 1089

25一般事務員 0.50 3978 7889

78選別、軽作業員等 0.27 575 2123

充足率の低い主な職種(常用フルタイム)

平成２８年度

職種
充足率
(新規)

新規求人数 充足数

70とび工・型枠大工・鉄筋工 4.8 799 38

38理・美容師・エステティシャン 5.4 1283 69

09建築・土木・測量技術者 5.5 2668 147

10情報処理・通信技術者 6.2 1085 67

40接客・給仕 8.1 3089 251

39調理師・給食調理人 10.0 3875 387

32商品販売 10.2 4115 419

71大工・左官・配管・内装 11.7 1146 134

73土木 12.2 1498 183

34営業 12.7 4437 564

13看護師・保健師・助産師等 13.2 2031 269

60機械整備・修理 15.0 1347 202

72電気作業者 15.5 689 107

66自動車運転 16.7 3864 646

36介護サービス 16.8 4383 735

45警備員・建設現場誘導員等 16.9 1228 207

16保育士・ケアマネージャー等 20.0 1777 355

57機械組立の職業 21.9 1043 228

11機械・電気技術者 25.2 107 27

28営業・販売関連事務員 27.8 658 183

75運搬作業・配達員・倉庫 28.7 1818 522

52金属加工・金属溶接･溶断 29.6 2137 633

76清掃 30.0 669 201

78選別、軽作業員等 32.5 575 187

54食料品製造 35.3 2522 891

26会計事務員 35.8 551 197

25一般事務員 43.5 3978 1732



人材不足分野における雇用管理改善の重要性

雇用管理改善の促進による魅力ある職場づくり

● 休暇や労働時間、給与・賞与額などの労働条件だけでなく、従業員が、
職場の中で自分が期待され、役立っているという意識（自己効力感）を持
てるような雇用管理改善に取り組むことで、従業員の「働きやすさ」、「働き
がい」の意識が高い魅力ある職場づくりを目指す。

入職者の拡大と離職率の抑制

● 職場としての魅力を高め、職業に対するイメ
ージアップをしていくことで、若者をはじめとする
入職者の拡大を図る。

人材育成・経営基盤の安定化

● 従業員に対して、中長期的な視点に立った
キャリアアップ・能力開発の支援を行い、安定
した人材育成を実現する。

雇用管理改善を促進し、魅力ある職場づくりに取り組むことで、入職者の拡大と離職率の抑制、ひいて
は人材育成・経営基盤の安定化を導き、人材確保・育成対策の好循環を実現することが重要。

● また、職場の人間関係や評価・処遇、労働時
間、休暇等の労働環境に対する不満に起因す
る離職を防ぐことで、離職率の抑制を図る。

行政の
支援策

行政の
支援策

● 従業員の「働きがい」や「働きやすさ」の意識
を高めることで、働く意欲を向上させ、会社の
業績向上、経営基盤の安定化につなげる。

行政の
支援策

・各種セミナー等を通じた好事例の提供、普及啓発
・雇用管理改善に取り組む事業主に対する助成金

・ハローワークにおける
マッチングの強化

・公共職業訓練等の拡充
・能力開発等に資する助成金

２



０００００

雇用管理制度等（事業主によ
ってコントロール可能）

職場環境

労働者個人の特性

労働者の意識
雇用管理
の結果

評価・処遇制度

業務管理・組織管理

人材育成制度

労働条件
（労働時間・休日）

労働環境
（安全管理、精神衛生）

仕事と家庭の
両立支援制度

能力・プロセス・成果に対する納得性のある（客
観的・公平・透明な）評価

労働に見あった処遇
希望に応じた配置

何でも言える風土、改善改革の風土
経営情報に関与、会社のビジョン共有

責任ある仕事を任せ裁量性高い
達成感のある仕事

労働能力の向上を図ることができる
自己啓発が支援されている

会社・上司との間に
信頼関係がある、

人間関係のストレス大き
くない

自己の役割・貢献・価値
を確認できる、

正当に評価される

自己の成長実感、

会社の将来性と自己の
将来展望がある

労働者の意欲

労働者の
定着率

労働時間が適度である

身体・精神の健康を守れる

仕事と家庭を両立させやすい

仕事以外で恩恵を受けられる

人間関係管理

上司や同僚との適切な人間関係
円滑なコミュニケーション

上司が気軽に話せる
社員が互いに思いやりをもつ

雇用管理制度等と「働きやすさ」「働きがい」との関係（イメージ）

会社への帰属意識・
連帯感

パフォー
マンス

福利厚生

職務満足感

働
き
が
い

・

働
き
や
す
さ

働
く
価
値
が
あ
る

働
く
苦
労
・障
壁
が
小
さ
い

※ 上図では、「雇用管理制度等」→「職場環境」→「労働者の意識」としているが、「雇用管理制度等」が直接的に「労働者の意識」に影響を及ぼしていることも想定される ３



「働きやすい・働きがいのある職場づくり」のメリット
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仕事に対する意欲は「高い」又は「どちらかといえば高い」と回答した割合

50.7

11.4

44.4

10.4

0 20 40 60 80 100

「働きがいがある」群

「働きがいがない」群

「働きやすい」群

「働きやすくない」群

働
き

が
い

働
き

や
す

さ

「今の会社でずっと働き続けたい」と回答した割合
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会社の業績が「上がっている」又は「どちらかといえば上がっている」と回答した割合

（出典）職場の働きやすさ・働きがいに関す

るアンケート調査（従業員調査）

（平成25年度）

（％）
（％）

（％）

（１）従業員の仕事に対する意欲が高まる （２）従業員が定着する

（３）会社の業績につながる

「働きがい」や「働きやすさ」の意識を高めると、従業員の働く意欲の向上や職場での定着率向上、さ
らに、会社の業績向上に効果がある。

４



「働きがい」「働きやすさ」意識を高める雇用管理

（出典）職場の働きやすさ・働きがいに関するアンケート調査（従業員調査）（平成25年度）

（１）「働きがい」意識を高める雇用管理制度 （２）「働きやすさ」意識を高める雇用管理制度

（％） （％）
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本人の希望ができるだけ尊重される配置

自分の希望に応じ、特定のスキルや知識を

学べる研修

提案制度などによる従業員の意見の吸い
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経験が浅い社員に責任ある仕事を任せ裁

量権を与える
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自分の希望に応じ、特定のスキルや知

識を学べる研修

本人の希望ができるだけ尊重される配

置

提案制度などによる従業員の意見の吸

い上げ

保養施設の利用補助など余暇活動の

支援

従業員の意見の会社の経営計画への

反映

上司以外の決められた先輩担当者（メ

ンター）による相談

会社の経営情報の従業員への開示

雇用管理が「実施されている」場合に、｢働きやすい｣｢どちらかといえ
ば働きやすい」と回答した割合

雇用管理が「実施されていない場合」に、｢働きやすい｣｢どちらかとい
えば働きやすい」と回答した割合

雇用管理が「実施されている」場合に、｢働きがいがある｣｢どちらかと
いえば働きがいがある」と回答した割合

雇用管理が「実施されていない場合」に、｢働きがいがある｣｢どちらか
といえば働きがいがある」と回答した割合

従業員が職場の中で期待され、役立っているという意識（自己効力感）が持てるような雇用管理が重要。

５


